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午後１時３０分 開会 

○沼上分科会長 定刻でございますので、第14回の中小企業経営支援分科会を開催したい

と思います。本日はご多忙のところご出席を賜りましてまことにありがとうございます。 

本日は代理の方が何人かいらっしゃっていますので、ご紹介を差し上げたいと思いま

す。まず、小正委員の代理として、全国中小企業団体中央会の高橋専務。 

曽我委員の代理として、日本商工会議所の加藤中小企業振興部長。 

西川委員の代理として、荒川区経営支援課の陣内経営支援課長。 

森委員の代理として、全国商工会連合会の乾専務。 

また、共済小委員会より山本小委員長にお越しをいただいております。 

それでは、まず議事の進め方について事務局のほうからご説明をいただきたいと思い

ます。 

○飯田課長 前回の経営支援分科会、よろず支援拠点の今後の方向性について骨子をご報

告させていただきました。また個別の経営課題の視点から見た支援機関に求める役割とい

うことで、ＩＴなどを中心にさまざまなご指摘をいただくことができました。ありがとう

ございました。 

本日の議事でございますけれども、まず前回までの経営支援分科会での委員の皆様か

らのご指摘もいただきまして、よろず支援拠点、もうすぐ４月新年度を迎えるわけですが、

次年度以降の進め方ということで、これまでご審議いただきました内容を中心に取りまと

めさせていただいて、来年度のよろず支援拠点の運営に反映できればというのが１つ目で

ございます。 

 その後、個別経営課題について支援機関に期待すること（その２）ということでござい

まして、創業、人材確保、知的財産、それから経営課題が明確でない方々に対する役割と

いうことについて、中小企業庁及び特許庁のほうからご説明をさせていただきます。 

 最後に、中小企業審議会令上、中小企業経営支援分科会でご審議いただくことが必要と

なっております小規模企業共済法に基づく小規模企業共済制度の付加共済金の支給率につ

いてご審議いただきます。本件につきましては、共済小委員長の山本小委員長及び事務局

から審議内容及び審議結果をご説明させていただきます。 

○沼上分科会長  

それでは議事の１、「よろず支援拠点の次年度以降の進め方」について、事務局のほ

うからご説明をお願いします。 

○飯田課長 ありがとうございます。資料の３番というのをごらんいただければというふ

うに思います。よろしゅうございますでしょうか。よろず支援拠点の次年度以降の進め方

（案）ということでございます。 

 まず１ページ目でございますが、よろず支援拠点につきまして、平成26年６月にできた

ということ、それから49万件これまでご報告をいただいていることを記載しておりまして、

アンケートをご紹介いたしましたが、１ページ目の下のほうにつけてございます。 
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 ２ページ目に行っていただきますと、これまでのご審議ということで、基本的には非常

に相対的に高い評価をいただいたと思いますけれども、役割や課題、それから評価のあり

方などにつきまして、２ページ目の下にあるようなご意見をいただいたところでございま

す。 

 それを踏まえまして３ページ目、次年度以降のよろず支援拠点の進め方ということで、

こちらに幾つかのポイントを書いてございます。前回、骨子に書かせていただいたものを、

基本的には縦にしたものでございます。 

よろず支援拠点のミッションの明確化ということで、専門医、総合医というふうに言

われておりました。とりわけ専門医の分野につきましては、売上拡大などの経営課題の解

決に向けて専門性の高い高度な提案を行う。それから総合調整ということでは、ほかの支

援機関による経営支援の実態もよく踏まえて、足らざる点を補っていっていただくという

こと。それから支援ノウハウをほかの支援機関とも共有していただくこと。それからこの

場でもたくさんご審議いただきました広報の強化など、そういったことに取り組んでいく

ということが書いてございます。 

 ４ページ目でございますけれども、新たなＰＤＣＡの確立というところでございます。 

これまでもＰＤＣＡやってきたわけでございますが、下のほうの図をごらんいただき

ますと、こちらで、期初、期中、期末と、それぞれこれまで行ってきた取り組みに、赤い

字のところが新たに取り入れる対応ということでございます。 

国のほうで、まず期初に行動指針と活動方針を提示する。これは後ほどちょっと具体

例をイメージをお示ししたいと思います。それをよくごらんいただきまして、地域のよろ

ず支援拠点で地域の中小企業や支援機関の皆様の実情、ニーズを分析した上で事業計画を

つくっていただく。 

期中には全国本部のほうでしっかりフォローをしていただく。期末においては、これ

まで数字だけであったものを、数字以外のパフォーマンス評価もして、地域の支援機関か

らのご評価もいただきながら期末評価を行いまして、場合によっては次の足らざる点につ

いて、翌年度の研修などに反映させていくといったようなことでございます。 

 次のページ、役割分担が書いてございます。よろず支援拠点を取り巻く主なプレーヤー

４人の方々についてでございます。 

まずチーフコーディネーターの皆様、これはやはりエースで４番ということで、経営

対応をしっかりしていただくということ。それから地域の支援機関との良好な関係、これ

は次に述べる実施機関の役割に書いてあるわけですけれども、その方々と協調してしっか

り連携をしていただくと。実施機関は、むしろよろず支援拠点の一部としてマネジメント

をしっかり行っていただく。地域の支援機関との連携をちゃんとつくっていただくという

こと。それから局がそれをさらにサブにサポートするということ。全国本部のほうでは、

それぞれのプレーヤーについての助言を行うということ。それから評価を行うということ。

こういったことを行っていただきたいということでございます。 
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 その次のページに行動指針のイメージというのがございます。これは今回新たな取り組

みでございますけれども、具体的にはこれからしっかり外部コンサルなどを使って、イン

タビューをして決めていきたいと思いますけれども、高いパフォーマンスを上げていらっ

しゃる方々にしっかりインタビューなどをして、そういった方々が個別の経営相談を受け

たときにどのような対応を行っているのかということを、目標と課題、計画の立案、実行、

フォローアップといったようなフェーズごとに分けて、どういった対応を行っているのか

という行動事実をしっかり確認していきたいと。 

それからプレーヤーだけでなく、マネージャーとしての行動指針ということで、カル

テの確認などをどのように行っているかということ。それからほかの支援機関と連携がう

まくいっているところでは、どのような行動が行われているのかといったことをしっかり

示して、これに照らして皆さん行動をしていただくというその指針でございます。 

 次のページにございます参考２がよろず支援拠点の活動方針ということで、これは国の

ほうで毎年つくっていきたいと思っておりますけれども、例えば今年度４月、来月からの

ことを考えますと、昨年度まで、本年度までは事業計画局のみによる確認であったのです

が、地域の支援機関による声ですとか、全国本部の方々のコメントも参考にしてつくるこ

と。あるいはこれまで件数重視でしたが、これからは質の高いサービスということで、行

動指針を踏まえた支援活動を行うこと。 

また連携などにつきましても、これまでも連携強化はずっと言ってまいりましたので、

会合は持っているわけでございますけれども、実のあるものとするために、①、②、③と

ありますけれども、専門機関との連携、あるいはほかの支援機関の皆様と一緒になってチ

ームで支援をするような取り組み、あるいは一番下にありますけれども、セミナー活動、

これまでもやってまいりましたが、政策的に重要であるという課題に焦点を置いて重点的

に実施をすることと、こんなようなものを毎年つくっていけたらどうかということでござ

います。 

 以上でございます。 

○沼上分科会長 どうもありがとうございます。 

それでは引き続きまして議題の２、「個別経営課題について支援機関に期待すること

（その２）」ということですね。創業、人材確保、知財、経営課題が明確でない事業者と

いう順番にご説明をいただきたいと思います。 

 まず初めに、和栗創業・新事業促進課長からご説明をお願いいたします。 

○和栗課長 皆さん、おはようございます。よろしくお願いいたします。 

 創業環境の現状でございますが、これ皆さん、もうこの辺はご案内の資料ばっかりだと

思いますので簡単にやっていきます。４－１の資料です。 

開業率の推移の資料と起業活動指数の統計グラフが出ております。開業率は皆さんご

案内のとおり大体５％、5.2に到達いたしました。その右側の起業活動指数というのは、

100人中何人が起業みたいなものを考えているかという数字でございます。3.8人というこ
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とで、ＯＥＣＤの中で最低レベル、これは日本が起業活動を活発化したいのであれば、意

識の改革が重要だということを示唆した統計でございます。 

 ２ページ目、次のページに行っていただきまして創業支援体制の現状というものがござ

います。これは現行の産業競争力強化法に定められている、いわゆる創業支援の枠組みを

図式化したもので、原則、市区町村が、その市区町村の中の支援機関を含む民間事業者と

連携をして、創業支援を創業者に対して行っていく。これが今の現状の法律の定めた枠組

みでございます。 

 次のページに行っていただきまして、創業支援事業計画がどれだけふえてきているかで

ございますが、1,741自治体のうち、1,275個、もう既に策定しております。人口カバー率

でいうと95％なので、人口カバー率でいえばほぼほぼ策定されているというのが現状でご

ざいます。 

 さらにその次のページに行きまして、創業者が創業段階、いろんな段階において、いろ

んな課題にぶつかります。ビジネスプランや経営知識がない、あるいは創業の資金がない、

また販路先がないといったような課題を相談する体制というのはどうなっているかですが、

この創業支援の枠組みの中では原則、全市区町村にワンストップの相談窓口があって、そ

こから適切なところを一応相談いただける体制そのものは、そのパッケージのクオリティ

ーの高低はあれ、あるというのが現状でございます。 

 これが基本形と考えて、次のページからいろんないわゆるベストプラクティスの事例に

ついてご紹介させていただきます。 

まず七尾市ですが、このチャートは七尾市がつくったものです。七尾市から見ると、

七尾市と、のと共栄信用金庫、七尾商工会議所、日本政策金融公庫の４者が連携して、い

わゆる「ななおカルテット」と彼らがみずから名乗っていまして、協定を結んで、４社が

必ず一緒にやる説明会や会議みたいなものを開催している。これが能登の七尾市の仕組み

でございます。七尾市、大体人口６万人弱、開業率４％、余りすごく高いとは言えないの

ですが、地方の小規模の市にしては、よくやっているほうだと思います。 

 次のページ、七尾市の成功要因分析が書いてあります。ここは基本的に先ほど申し上げ

たとおりなので飛ばさせていただきます。 

 次のページに行きまして福岡県の福岡市、ある意味トップオブトップの市です。 

人口165万人、開業率10％。福岡市がこの創業支援をどう見ているかですが、まず一番

下のほうにどっちかというと特徴があります。やっぱり創業しやすい環境づくり、創業気

運の醸成と。福岡市は全小中学校で起業家教育をやっておます。なおかつ、商工会議所や

大学が18校ありますが、それと市が連携をして、長期インターンシップ事業みたいなのを

やっています。半年間、学生が企業で研修できると。 

福岡の中心街にあるツタヤの中にスタートアップカフェがあって、そのスタートアッ

プカフェで若い人たちを取り込んで、基本的にこのスタートアップカフェの中で創業の相

談が原則エフビスさんみたいにできる、ここでできるということが福岡のモデルでござい
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ます。ある意味で若い人たちをしっかり生んで育てているモデルと言えると思います。 

 次のページに行きまして、スタートアップカフェの運営というのが書いてあります。先

ほど申し上げたとおりですが、この中でいわゆる支援機関の方々もセミナー等の形で登場

してまいります。 

 さらにその次に行きまして、その他の事例ということで、宮城県仙台市と、それから群

馬県の事例です。 

宮城県仙台市は、開業率9.5、福岡市に次ぐような成績ですが、どっちかというと福岡

と比較的同じような感じ、「アシスタ」というおしゃれな創業相談センターみたいなもの

があり、いろんなイベントで人を集めてきているというのが仙台の特徴です。 

群馬県は、ＪＩＮＳ社長の田中仁さんが私財をなげうって、群馬イノベーションスク

ールという無料の創業スクールをやったり、群馬イノベーションアワードというビジネス

プランコンテストをやっています。これは上毛新聞社と連携してやっていまして、来場者

1,900人、これは驚愕な数字で、僕から言うと、創業スクール選手権、国がやっているや

つは300人です。機構がやっているＪＶＡは400人ぐらいだと思います。日本ベンチャー大

賞でしたっけ、あれ800人なので、国でも勝てない数字を田中仁さんのロールモデルの魅

力でたたき出している、すばらしいと本当に思っています。 

 最後のページに行きます、この成功要因分析を踏まえた今後の方向性です。 

まず１つ目は、七尾市のような支援機関間の連携というのは、これは基本形として絶

対やるべきだと。これがあることによって、創業を思い立った人を創業にたどり着かせる

ことができるので、これは基本形としてやっていくべきだろうと思います。 

 ２番目に、やっぱり福岡市のような例や、福岡市のような下からの教育もあり、群馬県

のようなロールモデル型というのもあります。地域に応じた努力によって潜在的創業者を

掘り起こす取り組みというのはしっかりやっていく必要があると。なお、中小機構はＴＩ

ＰＳというのをやっていまして、全国の中小企業や小規模事業者のためにいろんなワーク

ショップや何かを東京駅の近くのところで、これも一つの取り組みと言えると思います。 

 以上です。 

○沼上分科会長 ありがとうございました。 

それでは次に、経営支援課の飯田課長からお願いします。 

○飯田課長 ありがとうございます。続きまして資料４－２、人材確保の視点から見た支

援機関に期待する役割というペーパーをごらんいただければと思います。 

 人材確保でございます。まず人手不足の状況でございますけれども、３ページ目をお開

きいただきますと、非常に深刻化しておりまして、私ども中小企業の皆さんとお話をして

いても、人手不足というのは恐らく最も大きな経営課題の一つじゃないかというふうに思

います。しかもこれは、ある種、生産年齢人口の減少とともに構造的な問題として続いて

いくということでございます。 

 ４ページ目ごらんいたたきますと、よく建設、サービス、いろんなところで人手不足だ
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と言われますが、それに限らず全ての業種で人材不足感が強まっているということでござ

います。しかも中小企業は離職率も高いというところがもう一つのポイントでございます。 

 ５ページ目でございますけれども、中小企業・小規模事業者が求める人材はどんな方か

というと、やはり新卒の方もいらっしゃるんですが、一定のキャリアを積んだ即戦力ミド

ルの方々へのニーズが強いようでございます。特に営業系の中核人材、あるいは営業・生

産系の労働人材が不足しているという声が強いようでございます。 

 ６ページ目でございますけれども、一方で潜在労働力というものを見てまいりますと、

例えば復職女性は、新卒女性よりも中小企業に就業される割合が高くなっております。そ

れから下のほうにございますけれども、出産・育児のために一時的に就職をしていない、

しかし本当は就職したいという女性の方々がたくさんいらっしゃいます。高齢者について

も同様でございます。 

こういった方々を労働力としてうまく取り込んでいくと、人手不足についても少し解

決の芽が出てくるということでございまして、８ページ目でございますけれども、人手不

足を解消するための採用手段ということでございますが、現在、中小企業・小規模事業者

は基本的にハローワーク中心でございまして、そのほかには地縁・血縁の関係、知人・友

人の紹介などがほとんどという状況でございます。 

 ９ページ目で私ども中小企業庁におきましても、人材の発掘確保、定着の支援のために、

さまざまな交流会、研修説明会、セミナーなどをやっております。支援をしておりますけ

れどもなかなか、きっかけにはなっているケースもあるんですが、マクロ的な解決までに

は至っていない状況でございます。 

 10ページ目でございますけれども、やはり人をとる、あるいは離職を防止するという観

点からは、良好な職場環境の整備が重要ということでございます。人を確保できている企

業は、やはり職場環境、賃金、福利厚生、こういったところが手厚いということでござい

ますし、逆に離職する原因につきましては、上司を初めとする人間関係、仕事の内容、賃

金、職場環境、こういったところでございます。やはりこの辺を整えていくことが大事で

ございます。 

 11ページ目ごらんいただきますと、こういったことを問題意識といたしまして、研究会

を別途やっておりまして、この人手不足対応ガイドラインというものをつくっております。 

 ポイントは４ポツの真ん中でございますけれども、３つのステップということでござい

ます。実際に人をとりにいく前に、やらなければいけないことがステップとしてあるとい

うことでございます。 

ステップ１でございますけれども、仕事があるので人が足りないといってすぐ来るの

ではなくて、まず本当にその人でやらなければいけない仕事なのかどうなのかという業務

を見つめ直すということ。それからその業務に対して、ステップ２で、どんな人なのか、

正社員が９時から５時まで働く人がちゃんとやるべき話なのか、それとも週何回か何時間

か来る人でもできる仕事なのか。逆にそういった少し目線を広げていったときに、そうい
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った方々が働くときに、どういった職場環境なのか、どういった人材の募集の仕方がいい

のかといったことを考え直す、その上でストライクゾーンを広げて人材を確保しにいくと

いうことが大切なんではないかということでございます。 

100個に上る事例がございまして、少し12ページから先、個別にありますけれども、飛

ばしていただきまして、15ページ、こちらの光畑委員のモーハウスの事例でございますけ

れども、こういった個別のシートを今100個以上つくっております。 

取り組みの前、取り組みの後、ビフォーアフターと、期中に取り組んだ取り組みにつ

いて書いて、こういったものが100個あるわけですが、16ページ目ごらんいただきますと、

この100個の事例にインデックスを多用な面でつけております。例えば企業の外形情報別、

あるいは企業の経営課題別に整理した目次などをつくって、さまざまな角度から経営者の

皆様が似たような事例にたどり着くような工夫をしているところでございます。 

 17ページがステップごとの支援策を書いてございます。 

 19ページ以降、そういった政策についての支援の状況でございます。 

19ページ目ごらんいただきますと、ちょうど真ん中あたりに商工会・商工会議所への

アンケートということで、最近、人手不足については相談が増加しているけれども、非常

に解決が難しくなっているというアンケートでございます。 

 20ページ目はよろず支援拠点でございますが、よろず支援拠点、ステップ１から３まで

さまざまな課題に対応できるような体制にはなっております。 

 21ページ目でございますけれども、金融機関、それから士業を初めとする認定支援機関

の方々へのアンケートでございますが、やはりうまくいっているところはほかの機関との

連携がしっかりできているところということでございます。 

 22ページ、23ページでございますけれども、期待する役割、まとめでございます。 

中小企業・小規模事業者、非常に苦慮をしておられますけれども、人材不足が深刻す

る中において、マッチングに至る前にしっかりそのステップを踏んでいくということが大

事なんだというようなことでございます。マッチング段階におきましてはハローワークで

ございますとか、さまざまなビジネスなどの支援機関が存在しておりますし、業法もござ

いますので、そちらでの対応をしているわけですけれども、こちらではその前段階として

の潜在労働力の掘り起こしに必要となる対応を、支援機関について期待する役割について

記載しております。 

商工会・商工会議所につきましては、やはり人手不足に関する相談がふえていますけ

れども、なかなか難しいということで、ほかの支援機関への取次などについても期待して

おりますし、そもそも業務や生産性についての積極的な支援が期待されているところでご

ざいます。 

よろず支援拠点、マルチに対応することが期待されるんですけれども、さらに来年度、

「人材不足対応アドバイザー」というものを設置して、総合窓口としての機能を強化して

いきたいと思っております。また求人内容の改善、あるいは職場環境整備については労働



－8－ 

局とも連携して対応する必要があるということでございます。 

 24ページ目をごらんいただきますと、それぞれのステップごとに、どのような支援機関

がどのような役割を果たすかということについてマトリックスでまとめたものでございま

す。この赤い箱で囲んだ部分につきましては、中小企業の皆様がそれぞれのフェーズにお

いて悩みを持ったときにどちらに相談に行ったらいいのか、そこでどんなことがしてもら

えるかといったことについてまとめたものでございます。 

 25ページ目、最後のページでございますけれども、このガイドラインの普及・好事例の

横展開に向けた取組ということでございます。 

この研究会には商工団体の方々にも入っていただいておりまして、皆様方からこのガ

イドラインを普及するための積極的な取り組みを行っていくというようなご表明もござい

ました。私どもといたしましても、さらにわかりやすい簡易なパンフレットをつくったり、

自己分析できる簡単なシートをつくったり、あるいはよろず支援拠点に先ほど申し上げま

したアドバイザーを設置したりといったような形で、さまざまな支援を行っていきたいと

いうふうに考えております。 

 以上でございます。 

○沼上分科会長 ありがとうございました。 

引き続きまして、特許庁総務部普及支援課の武田課長からお願いします。 

○武田課長 特許庁普及支援課の武田でございます。それでは資料４－３をごらんくださ

い。まず中小企業の知的財産を取り巻く現状ということでございます。 

中小企業の特許の出願件数はわずかでありますが、年々増加傾向になってございます。

ただ、日本人による特許の出願件数が大体26万件ぐらいございますけれども、そのうちわ

ずか14％ということになっております。この数字が妥当なのか、あるいは少ないのかとい

うこともございますが、アメリカを例にとってみますと、アメリカは26％ということで、

日本もまだまだ伸びる余地があるんではないかということでございます。 

一方、特許権を所有しております中小企業は、所有していない企業よりも営業利益率

や一人当たりの営業利益が高いということが出ております。特許を持っているだけで営業

利益率が上がるというわけではないんですが、特許を保有しているということで市場の独

占や価格決定権の保持など、こういったものの効果があると考えられまして、知財は経営

にプラスになると言えます。 

しかしながら中小企業の知財に対する意識は低くて、国内外の知財活用は不十分であ

ると。例えば下請企業でも、金型や製造に関するノウハウを知財と認識している企業は少

ないということもございますし、また商標のネーミングやパッケージデザインなども知的

財産として認識している企業が少ない思います。 

知的財産の重要性を理解して、特許などを保有する知財活用挑戦型中小企業において

も、人材や資金の関係で十分に活用できている企業は多くない状況でございますし、そう

いった中で特許庁では、平成23年度から全国47都道府県全てに知的財産に関する相談につ
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いてワンストップで解決する知財総合支援窓口を設置しております。 

 中小企業において知財を活用してもらうためには、ますますよろず拠点や、日ごろから

中小企業と接点の多い商工会・商工会議所、金融機関との連携を強化していく必要がある

と考えております。 

 続きまして２ページのほうでございますが、中小企業における知財の保有状況というこ

とでございます。特許・実用新案・意匠・商標の産業財産権を保有している中小企業の割

合というのはわずか3.7％、これは大企業に比較すると大きな差があるということもわか

ってございます。 

 ３ページのほうは企業別の特許権の使用状況でございます。 

特許権の使用状況を見ますと、使用率は63.4％ということで、大企業が大体35％ぐら

いですので、倍ぐらい特許の使用率があるということでございます。大企業は防衛目的等、

開発した技術を特許として保有していくことが多いのですが、中小企業は資金的な面から、

技術の防衛目的を含めて自社の製品に活用することを念頭で権利を使用しているというふ

うに考えられております。 

 続きまして４ページのほうでは中小企業の意識ということでございます。 

多くの中小企業は、当然のことながら自社の販売活動、製造活動については重要であ

るというふうに考えていらっしゃいます。同様に開発活動についても重要であると回答す

る中小企業が多いんですが、その成果である技術を特許権として取得するなど、知的財産

活動について重要と認識している企業は、ほかの活動に比べてかなり低いというところで、

まだ知財意識が低いということが言えると思います。 

 そういった中での地域における知財の支援体制につきまして、５ページをごらんいただ

ければと思いますが、先ほど申しました全国47都道府県、57カ所に常設の知財総合支援窓

口を開設しております。中小企業の知財の活用のすそ野拡大には、知財総合支援窓口と、

よろず支援拠点、あるいは商工会・商工会議所、金融機関と連携した普及活動が重要があ

ると考えております。 

 また支援人材につきましては、企業の特性に応じた支援人材の確保が求められておりま

すけれども、今後、知財に気づきを与える人材、それから海外展開など高度な知財戦略を

支援する人材、こういったものの強化が必要であるというふうに考えられますが、全国的

に人材が不足しているのが現状でございます。 

 続きまして６ページほうに行きますと、知財総合支援窓口に関する相談ということでご

ざいますが、特許や商標等の出願に関する相談というのが大体３分の２、66％ぐらい占め

ております。それ以外には社内体制や権利侵害関係、海外展開の相談についても相談があ

りますし、そのほか高度な知財の課題につきましては、弁理士・弁護士等の専門家や支援

機関と連携して解決を図っているところでございます。 

 今後は、出願に関する相談については技術開発の初期から支援を行いまして、中小企業

の事業展開が有利になるように、強い権利を取得してもらうように支援してまいりたいと
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いうふうに考えているところでございます。知財に関する課題に相談に来られる中小企業

の方には、知財だけではなくて、その裏には経営の課題があるということが多いというこ

とを考えておりますので、よろず支援拠点の方との連携というのが重要であるというふう

に考えられております。 

 知財総合支援窓口とほかの支援機関との連携状況については７ページをごらんいただけ

ればと思うんですが、よろず支援拠点との連携というのを昨年度ぐらいから私どものほう

でも窓口のほうに徹底しておりまして、徐々に効果が出始めております。件数ベースでま

いりますと、27年度に比べまして、28年度昨年の12月末まででございますが、ほぼ２倍ぐ

らいの連携件数ということになってございます。 

現在、知財総合支援窓口は、よろず支援拠点、中小企業支援センター、商工会・商工

会議所等と連携しまして、中小企業の知財に関する課題に対して支援を行っているところ

でございますけれども、今後もこういった関係機関との連携についてはさらなる強化を図

っていきたいと考えております。 

 ８ページ、９ページは支援機関との連携事例でございます。まず、よろず支援拠点との

連携では、山形の萬谷という会社の例でございます。こちらは酒田の商工会議所から依頼

があって、意匠・商標の権利を取得した後、よろず支援拠点につないで販路開拓支援を行

ったものでございます。 

 ９ページのほうでは、金融機関との連携というようなものもございます。 

 最後に10ページからは、地域知財活性化行動計画というものを昨年の９月に策定しまし

たのでご紹介したいと思います。 

３つの基本方針に基づきまして行っております。支援の全体像につきましては11ペー

ジのほうにございます。 

 支援体制については12ページということで、今まで知財に関する専門家等で行っており

ましたけれども、それ以外によろず支援拠点さんを初めとするいろいろな支援機関との連

携を図っていきたいと考えております。 

 その中では、13ページになりますが、ＫＰＩを設定し、その成果がちゃんと回っている

かどうかということで、ＰＤＣＡサイクルを回して行っていきたいというふうに考えてご

ざいます。  

 私からは以上でございます。 

○沼上分科会長 ありがとうございました。 

それでは最後に、また経営支援課の飯田課長からお願いします。 

○飯田課長 それでは最後、資料４－４をごらんくださいませ。経営課題が明確でない事

業者に対する支援機関の役割ということでございます。 

 前回のこの分科会でご意見がございました１ページ目をごらんいただきますと、この経

営課題について、どこの支援機関に行ったらいいのかというお話をさせていただいた折に、

経営課題が明確な事業者にとってはいいんだけれども、しかし世の中には経営課題が明確
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じゃない人というのはいっぱいいるんじゃないか。あるいは複雑に絡まり合っているので、

しっかりそこを選別してくれる機関がないと正解なところにたどり着かない。あるいは小

規模事業者、非常に日々の仕事に追われていて、そんな経営を見つめ直す機会なんか少な

いんじゃないかというようなご意見がございました。 

下のほうに前回ご説明いたしました年末に行いました中小企業の皆様へのアンケート

ということでございますけれども、この中でもやはりかなりの割合が、課題を明確にせず

にまずは相談に行ったという方がいらっしゃいますし、そちらの相談先については右側に

書いているようなところでございます。 

今度、私どものほうで、２ページ目でございますけれども、改めて、本当は事業者の

皆さんに聞ければいいんですけれども、なかなかたどり着きませんので、支援者の皆様に

対して、経営課題が明確でない事業者さんというのはどんな方ですかとか、そのきっかけ

は何でしたかとか、あるいはどういうふうにしてその課題を解決してあげましたかといっ

たことについてこれもアンケートを行いました。短い時間でありましたけれども、よろず

の方、商工会・商工会議所の方、診断士の方々から多数ご回答をいただいております。 

それに基づきまして分析いたしますと、３ページ目でございますけれども、経営課題

が明確でない事業者の特徴ということでございます。 

左側にございますけれども、金融機関の薦めに従って何となく来訪したとか、どうや

って経営しているのかというと、セミナーでこういうふうにやればうまくいくと聞いたん

だけどとか、勘ですとか、あるいは非常に現状と将来的な目標にずれがあったりとか、と

にかく補助金がほしいとか、いろんな人のアドバイスに耳を傾けないとか、あるいは、そ

のせいで自分の製品が悪いわけじゃないんだという話になったりとか、逆に非常に自信が

ない、受け答えに自信がない、雰囲気が暗いといったような方々ですね、そういったよう

な方々の特徴があるということでございます。 

考えられる要因としても右側に幾つか整理しておりますけれども、やはり日々の業務

に追われていて経営の現状が正しく認識できていない、あるいは自分の会社の強み、弱み

がしっかり分析できていないというようなこと、あるいは経営に問題があることはわかっ

ているんだけれども、なかなか本当の原因がどこだかというところのあぶり出しに苦労し

ているということ、あるいは経営の現状から目をそらしていて、自分の経営のところに問

題があるということを思わないということ、あるいは逆に思いつく限りの手を尽くしたん

だけれども効果が出なくて自信を失っていると、さまざまな原因が考えらえれるというこ

とがアンケートから見てとれました。 

相談に訪れたきっかけ、次のページに書いてありますけれども、やはり金融機関から

のお勧め、ほかの支援機関からのお勧めというのもございます。一方で、ほかの支援機関

でなかなか満足な対応が受けられなかったので、別の機関を訪れたという例もあります。

みずからという例もあります。巡回相談という例もございます。こんなような形で皆さん

相談に訪れているということでございます。 
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５ページ目でございますけれどもこういった方々についての相談対応事例でございま

す。幾つかのカテゴリーの中で最初にあった、自分の経営が正しく把握できていない、忙

しくてそんな余裕がないという方、こういった方々に対しては、こちらにありますけれど

も、ゴールとそこに到達するまでのプロセスを明確にすることで、忙しくても解決すべき

問題から手をつけることができるようになった。 

あるいは自分の経営に問題があるということを自覚していないというケースですね、

外部環境のせいにするとか、そういった方々は、同じような環境でも成果を上げている人

の例を示してきっかけができた。 

それから自分の経営に問題があるということはわかっているんだけれども、しかしど

うしてそんなことになっちゃっているのかというところがよくわからないということにつ

きましても、しっかり自社の経営理念、強み、それからターゲティングなどを明確化して、

本当の大事な問題に気づけるようになった。 

それから自信を失っているケースに対しては、しっかり自社の強みを見出してあげた

といったようなさまざまな例がございますので、やはり事業者の皆様には一人で悩みを抱

えないで、まずは身近な支援機関に相談してほしいということが最初のメッセージであり

ます。 

そのメッセージを受けて６ページ目、支援機関に対して期待される役割でございます

けれども、アンケートにもあったように、事業者の方々、やはり日ごろからさまざまな支

援機関と接点を持っているということでございます。こうした事業者さんに対しては、支

援機関が経営相談を行うことで課題が明確になったり、解決につながったりということで

ございますので、繰り返しになりますけれども、事業者まずは相談していただきたいとい

うことでございますが、支援機関側といたしましては以下のような対応をとっていただき

たいということでございます。 

まず①でございますけれども、相談を受けた場合にはしっかり、みずからでできるこ

とについての対応を強化していただきたいということ。 

それから２番目で、やはり経営課題が明確でない方、日々の業務に追われている方が

多いわけでございますので、日ごろ接点を持つ支援機関の伴走型支援を特に行っておられ

る皆様は、みずから能動的に事業者と接触していただいて、いろんな相談をしていただく

ということも大事なのかなと。 

③でございますけれども、一方で自分だけでは解決できない課題、さまざまあろうか

と思います。今後、地域の支援機関の連携を一層強化をして、ご自分では対応ができない

問題について、それを放置せずにほかの支援機関にしっかりとつないでいくということで、

事業者さんの経営課題を明確化し、解決をしていただきたいということでございます。 

④でございますけれども、やはり何かもやもやしたということだけだとなかなか正し

い支援機関にたどり着かないわけでございます。日ごろ接点を持っておられる皆様方は、

経営課題を明確化し、本格的な支援を受けられるように、まずその準備の支援を実施する
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ことが大事じゃないかということでございまして、こういったような事柄を今後、支援機

関の皆様にご期待申し上げていきたいということでございます。 

以上です。 

○沼上分科会長 どうもありがとうございました。 

それでは討議のほうに入りたいと思います。今の議題の２のほうですね、個別支援課

題について支援機関に期待することというところの、創業、人材確保、知財、それから経

営課題が明確でない事業者、このあたりのところ特にご意見をいただけると大変助かると

いうふうに考えております。 

 それでは阿部委員、お願いいたします。 

○阿部委員 すみません、途中退席をお許しいただきまして、ご意見を申し上げたいと思

います。まず、よろず拠点の進め方でございますけれども、非常に今までの意見を要約さ

れておりまして、本当にこのとおりやれば成果が出てくるんだなというふうな内容になっ

ておると思います。しかしながら、これは人の行為でございますので、人と人との行為で

ございます。相互信頼関係、経営者とよろずの方の信頼関係というのが非常に大切になっ

てくると思いますので、その辺のところの整備をしっかりやっていただきたいというふう

に考えております。 

 また、この成果の基準なんですけれども、前々回もアンケートの数の話をさせていただ

きました。これはしっかりよろず拠点をやっているという中小企業庁のポーズなのか。し

っかりこれが経営者の役に立っているのかという基準はどこにあるのかというと、私は業

績だと思っております。 

商店街の団体が支援を受ける場合、全て売上を提示しなければならないんですね。こ

の支援を受けて事業を行うことによって、売上が上がったかというところのそういう目標

の指標がございますので、そうなってきますと、やはりしっかり業績が上がるというよろ

ず拠点でサポートをしていただいて、しっかりその一企業一企業の業績が上がっていると

いうところのほうが、実は結果的に非常に注目をされますし、このよろずという事業のス

テージが上がってくるんではないかなというふうに思っております。 

 ２番目に創業支援でございますけれども、創業支援はするんですけれども、継続できて

いるところはどのぐらいあるのかということもちょっとお調べになっていただきまして、

大切なのかなと思っております。それはどこに原因があるのかというところもサポートし

ていかなければいけないんではないかと。 

そうなってきますと、この情報は各基礎自治体から本当に創業支援をしていくのか、

していきたくないのかというところのまさに温度差がありますので、そのところの底上げ

を、先ほどの七尾市さんの事例がありましたけど、それを何のためにしていかなければい

けないんだということを情報発信するということも大切でありますし、やはり底上げ、ま

たこの創業支援を誰がやるのかということも一つよろず支援と同じように注目されてくる

と思います。 
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 ちょっとよろず支援に戻りますけれども、これはまさにこのよろず支援の進め方のＰＤ

ＣＡのＰの部分ができ上がったというふうに考えておりますが、この進捗管理は誰がやる

のかということをもう少し明確にして、責任と権限と役割というのを明確にしていただか

ないと、各地区地区、チーフディレクターというんですかね、チーフコーディネーターと

いうんでしょうか、その方の横のつながりとかいうものがないと、やはり成果が出てこな

いんではないかなというふうに考えております。 

 あと人材不足は、もっとＩＴ、ＩｏＴとか、ＡＩを使っていくべきで、10人でやってい

るところをそういったものを使うことによって、６人、５人、４人ということも考えられ

ると思いますので、ぜひよろしくお願いしたいというふうに思います。 

 あと特許庁の部分ですけど、これもよろず支援が物すごく商工会議所とリンクしてきま

すので、やっぱりよろずの信頼性、発信性というものをきちんと商工会議所と連携をする

ことによって、この特許庁の問題も若干改善されるんではないかなと思います。 

 最後にすみません、経営課題が明確でない事業者への支援なんですけど、これ本当に必

要ですかね。これは一番エネルギー使います。ここは小規模事業者のまさに商店街の店主、

私はもう実践しておりますのでよくわかります。もう大きなお世話と言われるんですよ。

お節介。これ素直じゃない人たちの軍団ですよね。そうであるとするならば、やはりこの

人たちに一番効果があるのは、成果が出ている人たちをどんどん発信させて見せることで

す。発信するので何やっているんだろうと思って、じゃって手を挙げてくるんですよね。 

このことしかないんですよ。支援をして、何とかしろ、こうしろと言っても大きなお

世話。誰がやるんだ、ふざけるな、経験と勘と度胸で俺は昔からやってきたんだという人

たちですから。やっぱりそんなことで支援をここに使うんであれば、発信する経費を使っ

て、この支援のエネルギー、よろずの支援のエネルギーをもっと頑張ろうとする方たちに

差し伸べていただきたいなというふうに思います。 

 そんなことで、よろずに関しても小出さんすばらしい成果で、いろいろ問題、課題とい

うものが出ているわけですから、きちっとそれを中小企業庁の事業の支援にきちっとコピ

ーをして、何がいけないんだ、何がいいんだということを明確にして、やっていいことと、

やってはいけないこと、これはもう基本的な基本だと思いますので、ぜひその辺をよろし

くお願いしたいなと思います。 

 すみません、長時間言いっ放しで退席しますことをお許しください。失礼します。 

○沼上分科会長 どうもありがとうございました。十分論点を引き継いで、また皆さんと

議論ができると思います。どうもありがとうございます。 

それでは引き続きまして浜野委員、お願いします。 

○浜野委員 すみません、私もこの後ちょっと途中退席をさせていただく関係で、お先に

発言をさせていただきます。手短に３つでありますけど、まずよろず支援拠点であります

けれども、３年間で49万件という相談件数、これアンケート結果の満足度も含めて非常に

有用な拠点になっているなということを感じます。 
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ですけれども、アドバイザーであったり、コーディネーターの方々、それぞれのご専

門の方々ばかりなんですけれども、以前から感じていたのは、ここに経営を経験された

方々がどのぐらいアドバイザーとしておられるのかなと。確かに会社の経営ですと、数字

データというのは非常に大切なんですけれども、特に小規模零細企業でありますと、数字

データにあらわれてこない強みだとか弱みとかもあるので、経営を経験された方々なんか

もここに入れていただくと、より一層本質的な中小企業の悩みに対応できるんじゃないの

かなというふうに感じています。 

 ２つ目が、この人材確保の件に関してでありますけれども、まず人材不足対応研究会と

いう研究会があったということにちょっと驚きだなというふうに思っています。また、採

用できないとか、忙しいとかいう前に、掲げていただきましたこの３つのステップで挙げ

ていただいたこの事例、非常にこれはよくまとめられていて、いろんな業界業種の事例が

出ているぐらい非常に参考になるなと感じています。 

実際に相談には来ないけれども、人手不足で困っているという企業さんも多いと思い

ますので、この事例をここの会議ですとか、ある一定の、何かホームページ等だけではな

くて、もっともっと中小企業の皆さん、多くの方々の目につくような形で広報していただ

けたらもっといいんじゃないかなと、これはすごく参考になるなというふうに感じました。 

 あと３つ目、最後でありますけれども、経営課題が明確じゃない事業者の特徴、いろい

ろとよくわかるなという部分もあるんですけれども、景気、取引先、仕入先、従業員に原

因があると考えていると。これは支援する必要はないというふうに私は思います。 

 以上でございます。 

○沼上分科会長 どうもありがとうございました。 

引き続きまして髙井委員、お願いします。 

○髙井委員 弁護士の髙井でございます。本日はいろいろなテーマがありまして、多分３

分では全部コメントしているとおさまらないところで、ちょっと重点的に、今回、知財に

ついてお話がありましたので、その点についてご意見申し上げたいと思っております。 

 知的財産権、非常に多分中小企業にとって重要だと思っておりまして、例えば創業支援、

さっき創業支援のお話もありましたけれども、日本弁護士連合会で、今、日本政策投資銀

行、ＤＢＪが、女性起業家コンペティションをやっているんですけれども、そこで日弁連

が連携してセミナーとか相談会をやっている中で、女性起業家の方が大体アイデアを持っ

ていまして、それを特許とかいろいろな形で、知財から起業に入っていくという場合が多

くございます。非常に熱い心を持ってやっておりまして、そういう方々がどう中小企業の

起業支援の問題と、それを権利確保するという問題と、うまくリンクできているのかな、

これがリンクできていると、次の新しい企業がどんどん出るんじゃないかなということで

期待しておりまして、先ほどの知財総合支援窓口のより活発な活動がぜひとも必要だと思

っております。 

 この件につきましてもう一つ、例えば中小企業、営業秘密は必ず持っておりますが、こ
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れは不正競争防止法によってもちろん保護されているわけですが、皆さんそれは知らない。

支援者の方も知らない。営業秘密についてちゃんと管理をしていないということから、そ

れは法律上ちゃんと守られるべきが守られていないと。それは営業秘密が、例えば従業員

がどこかに移籍することによってノウハウが流れて、その企業がだんだんうまくなくなっ

ていくと、そういったことを繰り返しているような事情もありまして、ぜひとも一般の中

小企業においても、知的財産権、特許が知的財産権だと皆さん思っているわけですが、そ

れだけじゃない営業秘密とかいろいろあるわけですので、それをどうやって保護するかと

いうことも周りの方の指導が重要であって、そのことは中小企業庁の所管のいろんな支援

窓口のほか、特許庁のこの知財総合窓口も連携しなければいけないんだろうというふうに

日々思っております。 

 この知財についても共同開発か何かをしますと、必ず大企業が全部、成果物についての

知的財産権を持っていくよという契約をそのまま判を押しているのが、今の中小企業の状

況でございまして、やっぱり強い中小企業をつくるにはそこら辺きちんとフォローが必要

かなと思っております。 

 あとは、時間が少なくなってきましたが、経営課題が明確でないということにつきまし

て、日弁連が10年前に弁護士をどうして利用しないのかということをアンケートを中小企

業にとったときに、特に弁護士に相談すべき事項がないからというのが74％ありまして、

その方々に今、何か課題ありますかと言ったところ、法的課題を持っている方々が60％ぐ

らいありました。やはり距離が遠いということなので、そこで「ひまわりほっとダイヤ

ル」ということで、全国各共通番号で法律相談できますよという制度を持ったのがそのき

っかけでした。 

今、75％、５人以下の小規模事業者が、こういう結果が出ると思わなかったんですが、

75％、５人以下の小規模事業者の方が使っていらっしゃる。年間１万1,000人の方が架電

されているという状況なので、先ほどどうやってリーチしようかといったときに、中小企

業のホットダイヤルみたいな、経営課題とか、何か問題が起きたときにすぐ電話できるよ

うなものをつくっておくと、もう少しいろんな支援者の方に中小企業の問題解決等につい

て歩み寄っていくのではないかなというふうに思っております。 

○沼上分科会長 どうもありがとうございました。 

それでは高田委員、お願いします。 

○高田委員 まず、よろずの話なんですけど、これは先ほども阿部さんがおっしゃったよ

うに、大変よくまとまっているというふうに思います。全国本部といたしましては、この

役割の明確化をしていただいたことによりまして、大分いろんなことがやりやすくなった

なというふうに思っております。 

 一方、チーフコーディネーター、あるいはコーディネーターのレベルアップをしなきゃ

いけないというような課題もありますし、あるいは新たなＰＤＣＡの導入など、これ難題

だと思うんですよね。中企庁、飯田さんのところは、とりあえず行動指針活動方針をやれ
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ばいいんだけれども、実はその後、それをどうやってやるかという具体的な方策ですよね、

これがプランとしてちゃんとできていないとＰＤＣＡ回らないわけですが、そこのところ

の作業をこれから多分始まるということになると思いますね、こういうふうに決まった後。 

それをやるのは当然、各拠点ですし、場合によっては我々全国本部が支援するという

ことをやらなきゃいけないんですが、そこのところは、ＰＤＣＡそのものがなじみがはっ

きり言ってないという方も全国にいらっしゃいますので、そういうことから始めなきゃい

けないなということで、しっかりうまく定着するようにやらないかんなというように思っ

ております。 

 それから一つ、次に人材の話なんですが、よろず支援拠点、最後24ページに、来年度人

材不足対応アドバイザーを配置と書いてありますけど、これ先ほど誰かおっしゃったと同

じことなんですけどね、人材不足対応アドバイザーってどういうことをやるのかと。 

例えば人を紹介してくれるんならいいんですけど、そういう機能があるとはとても思

えません。組織的にやるわけじゃないでしょうから、その場合は。多分一番ダイレクトに

人材不足に対応する手としては、やっぱりＩＴの導入をしっかりやりながら、今までの人

数でできるような方策を具体的に提示するというようなことができるような人材というふ

うなことが期待されると思いますので、その辺はどういうふうにお考えなのか、後でまた

お聞かせいただきたいというふうに思います。 

 以上です。 

○沼上分科会長 どうもありがとうございます。 

引き続きまして髙澤委員、お願いします。 

○髙澤委員 診断協会の髙澤です。私は、この経営課題が明確でない事業者への支援機関

の役割というところでコメントさせていただきます。 

先ほど阿部委員がおっしゃったように、そういうのはなかなかいかがなものかという

のがあったんですけれども、おっしゃるように問題意識、あるいは当事者意識のない相談

者ほど難しいものはないのも事実です。ただ、ほとんどこれよろず支援とかで考えた場合

は、相手は小規模事業者で考えた場合、ほとんどプレイングマネジャーで、忙しくて多分

余り課題とか考えて商売をなさっている方は今までいなかったんじゃないかなと。 

その中で課題何ですかと問題意識を持って相談に行くというのはかなり勇気が要るこ

とであるし、知らない人にいきなりそういう相談を投げかけられるかなかなか難しい。そ

うなってきたら、ある程度面識のある人と相談するのがきっかけとしてはいいんじゃない

か。そういうところも踏まえて、商工会・商工会議所、あるいは近くの支援機関にぜひ行

ってください。行けば何らかのものが見えてくるのはほぼ間違いないので。 

その場合、法的支援の考えからいうと、やる気のない企業、当事者意識のない企業し

か助けないのであれば、地域の活性化という点においては、より多くの事業者の収益を高

める方向性に持っていかなかったら、地域自体が活性化しない。だから１社でもやる気が

全くないんだったら問題はあるけれども、何とかしたいなと思っている方は間違いなくい
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らっしゃるわけで、そういうものを掘り下げるためにも、明確でないからではなくて、そ

ういうものをこちらのほうから、できるんだったら本当は訪問して聞いてあげるほうがい

いのではないかなというふうには思います。 

という点では、これは意外と診断士が多く回答していまして、これは公的機関の職員

も、名前は診断士とは言っていなくても診断士を持っている方が数多くいます。そういう

ところではいろんな部分で、こういうところ１件でもより多くの企業に気づいてもらうた

めにも、明確でないからというんではなくて、それをやって、そこで１社でも多く気づい

てもらうような支援をやっていくことが非常にいいのではないかなというふうに考えてお

ります。 

 あと一つ、若干時間があるようなので、よろず支援拠点なんですが、これは今さらなん

ですけれども、今サテライトで動かれていると思います。サテライトで動いているんだけ

れども、やはり商工会議所、商工会、あるいは金融機関の窓口にやっているんだけれども、

そこのところとの情報共有が多分できていないところも一部見られるようです。となって

きた場合、県全域を網羅するというのはなかなか厳しくて、できることならばエリア別に

もう少し振り分けるようなことができたら、より親身な支援ができるんじゃないかなとい

うふうには考えております。 

以上です。 

○沼上分科会長 どうもありがとうございました。 

次は河原委員なんですけれども、その後、竹岡委員、小出委員、大浦委員という順番

で行きますので。まず河原委員から。 

○河原委員 ありがとうございます。創業支援からまずお話しさせていただきますと、創

業者の立場からワンストップなのか少し疑問があります。様々な窓口があって、窓口担当

が、こちらからあちらへのバトンタッチが続いていて窓口の連携はできるようになってい

るというどこへ行ったらよいかは解消されていますが、その中にしっかりと情報共有があ

るということが大切です。同じことを何回も聞かれるようなことがないような仕組みをお

願いしたい。 

そうした支援で一番大切なのは、やはり初めに相談を受けた窓口の対応だと思います。

開業して一番大切な売上を上げるという販路開拓支援、これを丁寧によろず支援拠点で対

応していただきたい。創業支援はよろずだということを事業者だけでなく一般の人々へし

っかりと広報でお願いしたい。 

福岡の事例を知りまして、町中に相談所のあることの利点というのはしっかり考える

べきではないかなと思います。どこかのオフィスの一角にあるような、なかなか一般の方

が入りにくいよりも、商店街にあるようなそういうよろずの場所というのは大切です。今

あるところを移転するのはお金がかかるかもしれませんけれども、前向きにこれはご検討

していただいたほうが活用増加につながると思います。 

 あと福岡の事例でもう１点私が注目したのは、子供たちへのキャリア教育です。将来の
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具体的な夢を持てる機会を提供するというのはとても大切なことです。子供たちへの教育

は将来の経済を支える人材育成の基本だと思いますので、これは中小企業庁で画期的な政

策を期待したいと思います。よろしくお願いいたします。 

 次に人材不足ですが、先ほど他の委員のご発言にもありましたが、私も人材不足アドバ

イザーというのは、どなたが何をしてくれるのか心配です。ガイドラインの書いてあるこ

とは悪いことではないと思いますが、中小企業の労働環境が悪いからよくしましょうとい

うのは現状をどこまで見ているのか、それから、私は中小企業ならではのよさというのも

大切にしていただきたいと思います。 

あとハローワークの窓口を活用されるというのはいいことだとは思いまいますが、多

くを望むことはいかがかと思います。１つのアイデアとして、求人登録に来た経営者へガ

イドラインに記載されていることをチェックリストとして配布して、そのチェックリスト

でバツが多かったら「よろず支援拠点」へ行くようなアドバイスをしていただいく。そし

て、よろずでガイドラインに沿ったサポートを受けて職場環境を改善した会社は、求人票

に労働環境整備会社と記載されるようにハローワークにフィードバックされるようなこと

があれば、応募者にとっても中小企業にとっても良いのではないのかと思います。 

 それから団塊世代の大量退職で確かに今は人手不足ですが、数年後にはロボットやＡＩ

の導入で解決されるかもしれないこの過渡期に、外国人活用の問題に関しては慎重になっ

ていただきたいと思っております。 

 あと知財につきましては、事業承継の支援をお手伝いしておりますが、ことしは事業承

継診断を全国的に実施して、高齢な経営者へ気づきを与えようという活動が始まりますが、

その事業承継ガイドラインでも知的資産などの適切な評価に取り組むことが明記されてい

ますので、ぜひここのいろいろな連携の記載のところに士業等専門家も追加していただけ

たらと思います。 

 それから特許庁のＫＰＩには、取得した特許がどれだけ収益獲得に貢献したのかという

視点も加えていただきますと、新たなすそ野の拡大につながるのではないかと思います。 

 最後に、経営課題が明確でない事業者に対して、私はもう少しロカベンの定性的情報を

活用したほうがいいと思います。これは経営者や関係者、事業、そして内部管理体制など

に双方で対話するように作られたツールであるにもかかわらず、なかなか一般的に浸透さ

れていません。よろず支援拠点では、相談者の問診票として活用していただけたら課題が

明確に繋がると思います。 

 以上でございます。 

○沼上分科会長 どうもありがとうございました。 

次は竹岡委員、お願いします。 

○竹岡委員 ようやく創業支援という言葉が出てきてちょっとうれしかった今日なんです

けど、私も長く中小企業政策審議会の委員をやらせていただいていまして、民主党の政権

の前の段階のときには、創業支援というか、そもそもベンチャー支援ということをかなり
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しっかりと打ち出していろんな政策を打っていた時期がございました。しかしその後、民

主党政権になり、かつリーマンショックが来て、創業支援のほうも小さな企業の創業支援

という方向に行って、ベンチャー支援という言葉は消えている現状でございます。 

創業支援を考えるときに、創業支援一般と、それからベンチャー支援というのは、支

援の実施主体を分けて考えたほうがいいのかなと思っております。いわゆる一般的な創業

支援というのは市町村単位のこういう仕組みでもいいのかなと思っていますけど、いわゆ

るベンチャー支援となりますと、非常に野心的なアントレプレナーで、できれば上場した

いというような意識を持った方が創業するものについては、各市町村という問題ではなく

て、そういう人がどこに集まるか、つまりベンチャーのエコシステムの問題が実はあるん

じゃないかと。 

 先ほど福岡の例が出ていましたけど、この福岡というところは九州の中で野心的な人が、

福岡に一旗上げに行こうみたいな、そういう感じのある、九州の中で非常にアントレプレ

ナーシップを持った人がまず集まるのが、九州の上のほうといいますか、福岡あたりの地

域で、これ割と地域性があるような感じがするんですね。 

そこもあって、大学自体もアントレプレナー教育についてはかなり前から取り組んで

いるという、非常に地域的な土壌があるところで、こういう政策を打つと、開業率10％と

いういい数字が出てくるということがある。アントレプレナーシップを持った人というの

は閉塞した状況の中にいようとは絶対思わない。やはり自分と似たようなタイプの、アン

トレプレナーシップが高い人たちのところに集まりたいと思っているというところなんで

す。だからそういう人間が集まってくるんですね。 

そうすると今度は支援人材も、やはり弁護士にしても弁理士にしても、そういうよう

な人たちを支援したいと、アントレプレナーシップを持った人たちが集まるということで、

かなりそういうエコシステムの循環ができるようなそういう感じがあると思います。先ほ

どの群馬のＪＩＮＳの社長の例なんかも典型的だと思うんですね。そういう人がいるとこ

ろにそういう人材が集まる。 

だから何を言いたいかというと、ベンチャーに対する支援というのは、必ずしも都道

府県単位とか行政単位という頭を外していただいて、広域的というか、広域的といっても

既存の広域なのかどうかというのもあって、ある程度広い地域的な枠の中で考えたほうが、

むしろそういうキーになるキーマンをポイントとして考えたほうがうまくいくんじゃない

かなというのが一つです。 

 ２つ目、すみません、もう時間が来ちゃって、人材確保なんですけど、これは実はベン

チャーというつながりでいいますと、今こういう人材マッチング系のベンチャーというの

は非常に伸びてきているんですね。ベンチャーの市場としてはとてもいい市場なんです。

ＩＴを駆使してマッチングするというところで、それから先ほどのそもそも業務の仕方の

プロセスの見直しというところはＩＴ系のベンチャーですね、ＥＲＰとかそういうところ

がまさに今、ベンチャーの独壇場というか、非常にいいマーケットになっていて、ベンチ



－21－ 

ャー支援の側から見ると、ここはむしろベンチャー頑張れというようなところのど真ん中

じゃないかなというふうに思って、これは官業というよりもむしろ民業をしっかり後押し

するところじゃないかなと思っています。 

役所の役割って一体何だろうというと、この資料４－２、人材確保のところの11ペー

ジ目、12ページ目の研究会の取りまとめ、これ大変分析的ですばらしいと思っております。

ただ、分析的過ぎて、頭のいい方にはわかるけれども、中小企業の経営者の方の腹にすっ

と腑に落ちるかどうかはちょっと問題で、何を言いたいかというと、ここに書いてあるス

テップ１、ステップ２、ステップ３、これは一つの啓発なんですね、意識改革。経営者の

意識改革を求めている。これをもっとブレークダウンして、わかりやすい言葉で、ＳＮＳ

とかいろんなところに、あるいは記事とか、発信するようにしていただいて、むしろ経営

者の意識改革を促していくような方向をする。そして気づいていただく。 

つまり「人手不足」は本質的には業務改革の問題なんだ、そして業務改革をするため

にはＩＴの導入が必要なんだね、どういうＩＴの導入が必要なのか、とか、人材の確保に

ついても、マッチングサービスとかがあるということも含めて、つまりハローワークだけ

じゃないんだねということも知っていただく。むしろ啓発活動というのをしっかりやって

いただくというのは、やはり役所にしかできないことじゃないかなと思います。 

○沼上分科会長 どうもありがとうございました。 

続いて小出委員、お願いします。 

○小出委員 それでは、よろずの件と創業の件と経営課題が明確でない事業者云々という

この３つについてお話ししたいと思います。まずよろずの件につきましては、何回ものこ

の討議の中で非常にいい感じでまとまってきたなというふうに思っております。これはこ

のとおりに実現できれば今よりもはるかによくなるんじゃないかと思っています。一方で、

この会を通じて皆様方のお話をお聞きしたり、あるいは中企庁の皆様方といろいろお話を

している中で、非常に強い危機感を持ってよろずの活性化について真剣に考えている中で、

私は現場で仕事をしながら、各地の経済産業局の皆様方と「よろず」に関して様々な仕事

をしたり、あるいは現場の「よろず拠点」の皆さんとお話をしていると、危機感について

の温度差がかなりあるなと感じています。現場におりればおりるほど薄くなってしまって

いるのではないかなという懸念が随分強いわけでございます。 

ですので、今回のいろんな議論につきましてはよく周知徹底していただきたい。特に

経済産業局の皆様方はこの委員会の内容をよく理解し、よく浸透させるようにしていただ

きたいと思います。また、全国本部を通じても各よろずの皆様方に強くお伝えしていただ

きたいなと思っております。 

もう当たり前の話ですけれども、自分たちのプロジェクトがきちんと活性化できない

支援機関が、人のビジネスを活性化できるはずないというのは当たり前です。それを踏ま

えながら考えればＰＤＣＡを国が決めるからどうのこうのじゃなくて、各よろず支援拠点

みずから本来はきちんと自身で考えなきゃいけないわけでございまして、そこを良く考え
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て頑張っていただければうれしいかなと思っております。 

 創業の件なんですけれども、この資料を見てわかるとおり、創業支援については本当に

ハードな分野です。仕組みの部分については物すごくよくできてきたと思うんですけれど

も、一方で、前にも申し上げたかどうか覚えていませんけれども、創業支援そのものとい

うのはかなり難しいと思います。実は中小企業支援よりも難しいんじゃないかなと僕自身

は考えております。ですから支援スキルそのものがかなりアップしていかないと、実際問

題、期待されているような創業率のところまで持っていけないんじゃないかなというのが

１点です。 

 それから２つ目として、こうすれば短期的に創業の数字を上げることができるという方

法が実はあるなと思っているのが、今、政府でも副業禁止規定の撤廃みたいなことを論議

しているわけでございますけれども、これは相当効き目があるのではないかと思います。

これが本当に経団連も各企業もそれを受け入れてくれて、そこのところの撤廃が進めば、

Ｖ字回復的に数字は上がるんだろうということが予測できます。 

と申しますのが、私は創業支援の世界に16年いるわけなんですけれども、創業支援で

感じますのは、起業家の方々の多くは創業前はサラリーマンやOLとして働きながら何等か

の形で事業のトライをしています。ところが副業禁止規定があるがゆえに一定の制約があ

って思い切ってできないというところもあるだろうと。これはもう正々と認めてしまえば、

もっと加速してこういう人たちがふえるし、第一、創業者、本人にしてみると、本業があ

る中での生活保障がある中でトライできるということであるならば、創業したいという人

が今よりも桁外れにふえてくるのではないかということが予測されるわけでございまして、

何らかの形でそれが進んだらうれしいかなと思っています。 

 とりあえず以上にしておきます。 

○沼上分科会長 どうもありがとうございました。 

それでは次は加藤部長、お願いいたします。 

○加藤部長(曽我委員代理) 日本商工会議所の加藤です。代理で恐縮です。 

まず「よろず支援拠点」について、皆様のお話のとおりで、あとは「他の支援機関と

の相互補完」をどう実現するかというのが重要だと思います。ぜひよろず支援拠点におい

ては、他の支援機関の声をよく聞いていただくとともに、中小企業庁としては実効性が上

がる評価・対応をお願いできればと思います。 

 例えば、以前から申し上げていますが、他の支援機関では対応できない「高度な専門的

な案件」を中心に対応するとか、支援リソースが不足している「小都市や町村部のニー

ズ」に積極的に対応するなどの場合に、高い評価が得られるような仕組みを構築していた

だければと思います。 

なお、先ほど企業の業績を指標にというご意見がありましたが、これにこだわり過ぎ

ると、いいとこ取りする可能性が出てきますので、慎重な対応が必要だと思います。 

 続いて「創業支援」に関し、10ページの方向性については、ぜひその方向で進めていた
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だければと思いますし、商工会議所でもしっかり対応してまいります。ただ、創業支援予

算が、創業補助金の大幅縮小や創業スクールの廃止などにより、相当削減されています。

政府が設定した開業率10％の目標の実現を本気で目指すのであれば、創業支援予算の拡充

が必要だと思います。 

 次に、「人材確保」について、商工会議所では人材確保・育成事業として、セミナー、

研修会、検定試験、合同就職説明会、インターンシップ、キャリア教育、ジョブカードな

ど、様々なことに取り組んでいます。 

資料４－２の17ページについて、細かくて恐縮ですが申し上げます。ステップ２の

「生産性」部分について、ぜひ「経営力向上計画の策定・認定取得」を挿入していただけ

れば幸いです。同計画は、生産性向上の推進を目的に創設された制度と認識しています。 

 次に、ステップ３の「人材の募集」部分です。商工会議所が取り組んでいることなので

すが、「検定資格保持者の活用」や「ジョブカード制度の活用」を挿入していだければ幸

いです。両方とも、事業者や働く方に普及しているものです。さらに「職場環境」部分に

おいて、「検定資格取得の奨励による人材育成」を挿入していただければ、働く側の意識

が高まると思います。 

 また、24ページの「３つのステップ」については、しっかりまとめていただいていると

思います。商工会議所としては、現在「伴走型の事業計画策定・実行支援」に取り組んで

いますが、「専門家との連携支援」も重要であり、ぜひ「専門家の育成・リスト化」をお

願いできれば幸いです。 

 「知的財産」につきましては、明後日、日本商工会議所として意見書を機関決定する予

定であり、特許庁等にお届けいたしますので、その実現方をよろしくお願いします。 

 最後に、「経営課題が明確でない事業者への支援機関の役割」について、安倍内閣総理

大臣がおっしゃる「ローカルアベノミクス」を実現するためには、中小企業・小規模事業

者を幅広く下支え支援することが必要だと思います。その際、経営者の皆様の「気づきや

意識改革」を促すのが一番大きなハードルです。情報提供は大事ですが、やはり巡回等で

直接お会いしお伝えすることが大事だと思います。マンパワー不足の中、商工会議所でも

対応していきますが、ぜひそれぞれの支援機関でも対応していただければ幸いです。また

国からも都道府県に対し、経営改善普及事業の拡充を強く働きかけていただければ幸いで

す。 

 以上です。 

○沼上分科会長 どうもありがとうございました。 

それでは大浦委員、お願いします。 

○大浦委員 まず、よくまとめられていると思いますので、これが本当に実行できるため

に少しお話しさせていただいたらと思います。 

実は柳井正さんという人がいて、ユニクロつくた人なんですけど、彼の「経営者にな

るためのノート」という有名な本があるんですね。その中にこう書いてあるんです。でき
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る人ってそんなにいない。これが事実なんですよ。ということは、よろず拠点をいっぱい

つくったとしても、そこにできるよろずのスタッフさんってそんなにいないわけですね。

じゃ、そのときに、例えばすごくできる人がいて、その人のようなベストを目指そうよと

いうやり方をすると大体崩壊すると思います。なので、むしろＩＳＯのような考え方です

ね、最低ライン、品質保証としてこれだけはやってくださいねというガイドラインを明快

につくっていただくということが大事じゃないかと思います。 

 残り２分ありますので、言いたいことを言わせていただきますけど、よろずといいます

か、人材の話なんですけど、やっぱり考え方ちょっと間違っていると思うんですよ。多分

働く側の人たちが一体今どんな気持ちになっているかというのをまるで考えていらっしゃ

らないんじゃないかと思うんです。だから、この人材不足対応アドバイザーというわけの

わからないものが出てくるので、これに関しては、多分ここに座っている委員の皆様方は、

一体何だこれはと思われているのと、やっぱり実効性がないんじゃないかというのをすご

く思われていると思います。なぜなら、この方、本当に人をふやしたことあるんですかね。

ふえるはずないんですけどね。ふえるはずもないんですよ、人がいないんですから。そこ

にどうでもいいようなアドバイスをされるというのが一番困ると思います、私。 

 それと、実は人材不足とか働き方改革とかいろいろ皆様おっしゃいますけど、例えばプ

レミアムフライデー、私は怒りを覚えました。あれ一体何人が休めたんですかね。私たち

の仕事、365日24時間体制でやっています。休めないですよ。24時間操業している工場っ

て、ほとんど今、売れている工場は24時間体制だと思います。ラインをとめるんですかね。 

もしも本当にプレミアムフライデーするんであれば、実は店舗は全部休みでなければ

なりません。スイスやフランスのように。その覚悟があってやってください、ぜひ。フラ

ンスには実際コンビニありませんからね。ないですよ。この件に関してどなたか、遊びに

行く職場の人たちはどうするんだ、レストランの人はどうするんだって言ったら、その人

たちは働いてくださいって言った方がいみじくもおられたらしいですよ。この考え方のま

まで皆様方が人材の話をなさるのはちょっと違うんじゃないでしょうか。 

 以上です。 

○沼上分科会長 どうもありがとうございます。 

それでは高橋専務、お願いします。 

○高橋専務（小正委員代理） ありがとうございます。全国中央会の専務の高橋でござい

ます。私どものほうはこの場で影が薄くて余り話題にならないんですけれども、どうして

も組合の関係を指導しているということなんでございますが、創業の面でいうと、企業組

合の設立というのが我々がやっている仕事でございます。これは職場にいた方が家庭の主

婦になって、ある程度子供が大きくなって自立して何かやろうというときに、そういうお

友達がいるから、じゃ一緒に何かやりましょうということで企業組合をつくっております。 

特に第６次産業化ということで、農村部でカフェを開いてみようとか、それから学校

の食堂をみんなで経営してみようとかいうことで、自分たちの時間を繰り合わせながらや
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っているという例がございます。ささやかな例でございますが、こういうのでいささかな

りとも貢献していると思います。 

また、事業協同組合でも、航空機の部品の生産協同組合というのができて、この間、

起工式が行われましたけれども、単にみんなが集まるというだけでなくて、それぞれの企

業の本社工場があって、分工場みたいなのがみんなで集まって一定の作業をみんなでやり

ながら、それぞれTier1から、自分たちTier2に仕事を持ってきて、うまく仕事を割り振っ

て、新しい産業を育成しようということもやっております。そういうようなことでやって

おりますので、これもまた私どもとしては一生懸命やってまいりたいというふうに思って

いるところであります。 

 それから人材確保のところでございますけれども、23ページに書いてあって、ちょっと

見ますとマッチング段階においてハローワークや人材紹介ビジネス等のさまざまな支援機

関が存在すると書いてあって、下のほうに③のところで労働局と連携して対応と書いてあ

るんですけれども、そもそも中小企業庁、中小産業省と厚生労働省が連携して、どうある

べきかというのを検討するのであって、下のところでやってねというのは何かおかしいな

という気がいたしますし、また中小企業庁の方々がハローワーク、お母さんが働いている

マザーワークですか、それから若者ハローワーク、ああいうところに行って、どういうふ

うに今、仕事が求められ、それに対して仕事を与えているかというのをまず見ていただい

ているのかどうかということだろうと思います。 

それと、やはり学校の先生方が、自分の生徒をどういうところに働かせていいかとい

うのを考えながらハローワークに相談に来ている。それから中小企業の社長さんたちがハ

ローワークに行って、ああだこうだとこういうことをほしいとか、どうすれば自分のとこ

ろに来てもらえるようになるのかという相談をしておりますので、ぜひそこに目を向けて

いただければというふうに思います。 

 それからその中で、人手不足に対する研究会の例については難しいということでござい

ますけれども、我々、産業別組合を抱えておりますので、それぞれ産業別組合にこういう

資料があるということをお伝えして、それを個々の企業にまでおりるようにさせていきた

いと思います。 

 それから、よろず相談のところの関係なんですけれども、やはり大きなところにはいっ

ぱいあるんですけれども、いろんなものがあるんですけれども、この間、女性部の研修に

行ったところなどは、宮崎県でしたけれども、一つあるんですけど、非常に行くのに遠い

と。となるとやはり近隣の商工会議所、商工会である程度きちんとやってもらわないとな

かなか難しいだろうと思います。中央会に来られても直接はできませんけれども、たまた

ま行ったときには、それはそこの商工会に行ってお話をされたらどうですかという丁寧な

指導を私もいたしましたけれども、中央会では直接できないことは、やはり商工会議所、

商工会にやってもらうというようなことがどんどん進んでいけばよろしいかなと思います。 

特にさっき申しましたように県域が広くて、よろず相談所が１個しかありませんから、
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なかなかそこにたどり着くのが大変というのがあることをご認識いただいていると思いま

すけれども、ご配慮いただければと思います。 

 以上でございます。 

○沼上分科会長 どうもありがとうございました。 

続きまして光畑委員、お願いします。 

○光畑委員 光畑です。ご説明ありがとうございました。非常に共感を持ちながらお話を

伺わせていただきました。私はきょうお話しいただいた資料４－１、２、３、４、どれも

ど真ん中にいるような状況なんですけれども、１、２、４につきまして少しコメントをさ

せていただきたいと思います。 

 まず、資料４－１の創業支援に関しまして、私は起業して今まで20年近く、いろいろと

思いもあって、そしてニーズもあって働いてきましたけれども、実を申しますと、どうし

て起業を選んだかというと、自分が働きやすかったからというのが一番大きいんですね。 

ですから、今、働き方改革ということが言われていますけれども、実はこの働き方改

革を自分でできるのが起業ですよというお話は、よくしております。 

そういう意味では例えば起業をしたい人をどうやって掘り起こすかというと、もしか

するとハローワークだとか、どこかお仕事を探している方の中で、でもこういう時間しか

働けないんです、こういうふうな家庭の状況があるんですというふうな話をしたときに、

じゃ、その答えってどこか働ける場所を探すんじゃなくて、起業じゃないですかというふ

うな答えもあるのではないかなというふうなことを思いますので、もしかすると、ハロー

ワークにどういう方がいらっしゃるかわかりませんけれども、ＰＲの場ということでそう

した場を考えてみるのもありかなと思いました。 

 意識改革が必要というお話は、本当にそのとおりだと思っておりまして、私も商店街育

ちで周りがみんなお店をやっていたということがあって、起業そのもののハードルが低か

ったということがあります。そうした意味で、できるだけ子供たちにとって身近なものに

するような起業教育のお話は非常に参考になりましたし、ぜひ取り組んでいただきたいと

思いました。 

 次に資料４－２の人材確保について、15ページに、私どもの事例をお使いいただいてあ

りがとうございました。この間からお話ししていましたエフビスさんに突撃取材をさせて

いただいた事例の、「服一枚でできる働き方改革」なども載せていただいております。こ

ちらの人材確保に関して、女性ですとか、高齢者であるとか、なかなかこれまで人材マー

ケットに載ってこなかった方たちを掘り起こしていこうというのは本当に大賛成でござい

ます。 

 ５ページのほうに、ミドルと新卒が求められているというふうなことがございました。

ミドルに関しては経験者であり、ある程度管理もできるような人がほしいということだと

思われます。それから新卒に関しては、優秀な人材をコスト安く採用できる可能性がある

ということだそうですね。確かに、100％、200％働ける人の中では、もうここは市場価値
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が決まっていますから雇うのが難しいですけれども、家庭の事情がある方はそうではない。

ここの土俵に乗ってくるということで、こちらに集めていただきましたグッドプラクティ

ス集などは非常に有効かなと思います。 

意識改革をしていく上で、やはり実際にそれを行われている事例を見るというのはと

ても大事だと思います。それからこれが福利厚生ではなくて戦略であると。お金をかけず

にできる、あるいはコストパフォーマンスがよい方法は幾らでもあるよということを、グ

ッドプラクティス集、あるいは助成制度の紹介、そうしたことでお伝えいただいて広げて

いただければなというふうに思います。 

 最後に４－４は、私が実はまさに、経営課題が明確でない相談に毎回行っているとい

う経営者なんですね。先ほどからのお話の中でも、そういう人はだめというご意見理解で

きるんですけれども、でもそういう人ばっかりじゃないですよということを申し上げたい

と思います。要は、今、危機に直面しているのではなくて、まだ余裕がある状況で、何か

しらお話をすることで、その中で問題点を洗い出していただいたり、あるいは新しい考え

方を外からの目で与えていただいたりすることは非常に役に立つことであると思います。

実際にもう本当に目の前に危機が迫った状態ではできることも限られてきますので、ぜひ

予防的に相談していただきたい。皆さんのご意見は逆のようだったんですが、でもこの中

にも支援すべき方はいらっしゃるはずなので、こちらについても見捨てないで取り組んで

いただければと思います。 

 以上です。 

○沼上分科会長 どうもありがとうございます。 

それでは瀬戸川委員、お願いします。 

○瀬戸川委員 回を重ねるごとにいろいろ明確になってきていると、資料などを見て感じ

ました。２つ意見があります。まず、先ほど「よろず拠点の成果は何と言っても業績だ」

というご意見がありましたが、私は業績を一番の成果と見るのは危険ではないかと思って

います。 

というのは、コンサル仲間とも話しますが、何もしていないお店が何か取り組むと、

結構、結果が出やすいんです。ただそれは一過性のもので、継続するかは別問題です。お

客様はモノやサービスには飽きますし、次々と手を打たなければならない。なので業績を

見るなら継続性はどうかですとか、離職率は減ったかとか、お客様満足度は高まりました

かとか、最も大事な働く人のやりがいはどうですかというふうな質を見ていかないと、本

当の成果を捉えることは難しいと思っています。業績を最重視するのは大量生産の時代の

名残りじゃないかと私は思っていますし、いろんな会社を見て実際、肌でそう思っていま

す。 

 ２点目は、経営課題が明確でない事業者に対する関係ですね。これもいろいろな方のご

意見がありまして、確かに有限の中で誰を優先するのかは課題だとは思います。しかし、

課題が明確でなくても来るだけでハードルは越えてきていると思います。来ない人が少な
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くてどうしようと言っているわけですから、来るだけでもいいことですし、変わる可能性

のある人が来ているんじゃないかと思いますし、課題を明確にする可能性がそこに隠れて

いるのに、蹴ることはないと考えます。 

そして前回、セーフティネットの仕事で1,000人ぐらいの経営者を見ましたという話を

しましたけれども、セーフティネットで融資するのを条件に、だから勉強してくださいと

いう持っていき方もできると思います。 

 そして何よりも、こうした物事はとんとん拍子に行かないです経営者になかなかわかっ

てもらえないとか、意識改革が難しいというのは当然の事実で、それに向かい合っていく

ときに、専門家が鍛えられるんですよね。来る相談者だけでなくて、受けるほうが、どう

したらいいんだろうとかいろいろ考えるその過程で、よろずの力が増していくと思います。

変わらない人は本当に変わりませんが、それを理解していくのもまた専門者側の力になる

というふうに私は思っています。 

 以上です。 

○沼上分科会長 どうもありがとうございました。 

それでは引き続きまして平野委員、お願いします。 

○平野委員 税理士会の平野でございます。冒頭恐縮でございますが、この会場の中で確

定申告が必要な方はもうお済みになったでしょうか。明日15日が申告期限でございますの

で、期限内申告よろしくお願い申し上げます。 

さて、本日の課題であるよろず支援拠点の進め方、それから個別の経営課題ですが、

どちらも非常によくまとめられていて、重い課題が多くあるなと感じております。その中

で支援機関同士の連携、これをどう強化するかということでお話しをさせていただきます。 

 経営課題が明確でない事業者に対してというレジュメ、中の右下６ページですが、支援

機関の連携、特に地域で一層強化していくということに関しては、経営課題が明確でない

事業者だけでなく、今回の全ての課題について言えることではないかと私は思いました。 

その連携について、税理士会でも研修や意見交換を進めたいと考えておりますが、例

えば具体的に言いますと、税理士会の顧問先企業というのは課題がすでにはっきりしてお

ります。税務申告、税務代理、税務相談を通した課題は明確に認識しております。ところ

が、それ以外の課題に対して我々は弱い部分があります。本日出ていました知財の問題や、

人材の問題、創業の問題に対して必ずしも我々は強くありません。 

そういうときに、我々、伴走医だということを強調させていただいていますが、例え

ばよろず拠点や、専門医あるいは総合病院へ行くという判断がなかなか難しいのが現状で

す。また、我々には顧問先企業の守秘義務があり、どうしても外部へ相談することが躊躇

われる部分もありますので、研修を進めるに当たって、他の支援機関の人たちと共同で意

見交換をする機会を設けていただければありがたいと思っています。 

それから、他の支援機関の方からよく言われることで、様々な提案を持っていっても、

顧問税理士が壁になって進まない、何か縄張り争いがあるのではないか、という言葉もい
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ただいたことがあるのですが、決してそういうことはありません。お互いの支援機関同士

のコミュニケーションがとれれば、そのような誤解はなくなると思いますので、ぜひ提携

のための共同の研修、意見交換、こういう場を設けていただければありがたいと思います。 

 以上でございます。 

○沼上分科会長 どうもありがとうございました。 

それでは乾専務 お願いします。 

○乾専務（森委員代理） 森委員の代理でまいりました乾と申します。最後だと思います

ので簡単に、また皆様から大体ご指摘がありましたので、２点だけ、重複があるかもしれ

ませんが申し上げたいと思います。 

よろず支援拠点の次年度以降の内容につきましては大変よくまとまって、これまでの

議論を反映したものだと思いますけれども、特に先ほどどなたかおっしゃっていました商

工会の地域はよろず支援拠点はかなり遠いところで活動している会員を抱えていますので、

そういう拠点まで行く余裕はない、あるいはコストがもったいない等々という事業者に対

して、どのように充実した相談の機会を与えるかという点を十分ご配慮いただきたいとい

うことでございますけれども、この中にチームを組んでとか、あるいはコーディネートし

てというコメントございました。それを実効性のあるものにぜひお願いを申し上げたいと

思います。 

 ２点目、経営課題が明確でない事業者、これはたしか前回、森委員がご指摘をさせてい

ただいた点を取り上げていただいて大変評価をいたしております。どなたかから冒頭に発

言がありましたが、商工会の相談でやって来られるかなりの人たちは、経営の問題は一般

的にあるけれども、その中身が何であるか、あるいはどういうふうに解決方法を考えれば

いいのかが明確でない相談者がかなり多ございまして、この点を正面から取り上げていた

だいたということに感謝を申し上げておりますけれども、先ほど光畑委員がおっしゃいま

したが、問題を一押しさえすればかなり解決の方向に踏み出せるような相談者が多いとい

うことを、この前、森委員がご指摘をした趣旨ですので、ご理解をいただきたいと思いま

す。 

そういうふうな人たちが最初に訪れる地域の最初の相談窓口という役割である商工会

に関しましては、巡回相談を積極的に実施し、また昨今、個々の事業者の経営計画を伴走

型でつくっていこうということに力を入れておりまして、課題が明確でない事業者をどん

どん積極的に対象にしているということであります。 

こういったことも含めまして、先ほど議題にもありました課題がどんどん拡大し、難

しくなってまいります。先ほどもご意見ありましたけれども、得手不得手がやはり相談窓

口にありますので、チームとして対応できるようなそういう仕組み、体制づくりをぜひ積

極的に進めていただければと思いますし、そういうものの結節点としてよろず支援拠点が

なり得るのではないかという期待を申し上げるということでございます。 

 簡単でございますが、以上でございます。 
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○沼上分科会長 どうもありがとうございました。 

第１ラウンドはほぼ終わったんですけれども、石井先生、何か、あるいは陣内委員、

何か、もしおっしゃりたいことがあれば。 

○石井委員 余り気の利いた意見が言えそうにもないので、スルーしていただければいい

かというふうにも思ったんですが、気がついたところ、思ったところという意味では２点

あるんですが、１つはこの開業率の問題ですかね。この表にも出ておりますように、日本

の開業率は低いんですね。もう半世紀以上も低い。日本初まって以来低いんじゃないかと

思うんですよ。悪いことではないと私は思っています。 

どういうことかというと、アメリかなんかは非常に高いんです、何十年か調べたこと

があるんですけど。小売商でいくと20％ぐらいの毎年開業があるんですが、同時に閉業も

それぐらいあるわけでして、閉店率と開店率が大体イコールなんです、余程のことがない

限り。日本の場合は少産少死で、アメリカの場合は多産多死という構造なんです。少産少

死の構造の中に多産を埋め込もうと思って、おい、本当にうまくいくのかというのが一つ

のポイントですよね。そんなことがうまくいくんであれば、経済システム幾らでも変えら

れるという話になってしまいます。 

 日本がなぜ少産少死かというのはいっぱいメカニズムが働いていると思うんですけど、

例えば京都で金網をつくっている方が、息子さんが継いでくれたって喜んでおられるんで

すね。喜んで、どう言われたかというと、これで取引先にご迷惑をおかけせずに済むと言

われたんですよ。自分の商売が引き継がれるということは、取引相手全体を秩序を維持で

きたという喜びなんです。自分の息子が継いでくれたというのはもちろんうれしいんでし

ょうけど、もっと大事なことは、金網をつくっているこの全体の流れの中で途切れがなく

なるということで喜んでおられるんです。日本の場合は少産少死という非常にすばらしい

メカニズムを持っているということがこの一例でわかるんじゃないかと思うんですよね。 

要するに取引先の関係というのはマーケットではなくて、社会資本なんですよ。私が

つくった社会資本なんですよ。そこにどんどん入れといって、いいのかどうか私はちょっ

とクエスチョンマークを感じざるを得ません。 

 もう一つは地域の商店街活動なんですけど、十何年か前に中国と韓国と台湾と、いろい

ろ商店街活動のインタビューに行ったんです。質問票調査もかなりの数やったんですけど、

これらの国々に商店街活動はないんですね。組合というのがまずない。だから歳末大売出

しなんてないんですよ。要するにその地域でかたまって何か商いの活動をしようという動

きがまずもってないんですよ。たまたまそこに集まってやっているというだけの話で、多

くの人はそこでお金を稼いだら、その町を出て、どこか別のところへ投資しようと思って

いるんですよ。ここで稼いだお金で金貸しになるか、ここで稼いだ金でメーカーになるか、

ここで稼いだ金でどこかもっと大きな町で商売するか。要するに町に再投資するという気

が全然ないんですよ。 

日本だけ、唯一日本だけ、世界で日本だけですよ、その町に再投資しようと思うのは。
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稼いだお金を息子に別の商売でやらせるとか、店の裏の空き地を買って駐車場にするとか、

アパートを建てるとか、こういう形で再投資していくんですよ。中国の方は絶対そういう

ことをやりません。たまたまお話を聞いた中国の方が言われたのは、先生、４人で逃げる

でしょ、戦争があって逃げるでしょ、川にあたるでしょ、船が幾つもありました、日本人

どう逃げますか。もちろん我々４人家族かたまって、死ぬも生きるも一緒というふうに１

つの船に乗りますよと言ったら、中国の人は違いますと。我々は４つの船に分かれて乗り

ます。家族のうち誰か１人が助かればもうそれが一番だというわけでして。つまり家族の

情愛よりも経済計算のほうが先に来ているんですよ。日本はもう４人一緒に死んだらいい

じゃないかというので、同じ船に乗ってしまうんですよ。 

こういう精神構造が社会の中にもあらわれていまして、地域の中でもやっぱり家族が

市場を超えているんですよ。いい大学を出た息子、普通でいったらエリートサラリーマン

になるのに、戻ってきて店を継ぐとか、隣でよく似た商売をやるとか、こんなこと世界で

起こりませんよ。要するに地域における創業のメカニズムというのがこういうところにあ

るんだろうと思うんですよ。 

こういうところ余りいじっておられないので、何か外からやる気のあるやつ出てこい

やということで旗振っておられるような気がして、何かもう一つ日本の社会の成り立ちの

メカニズムをさわっておられないなという気がいたします。そこをうまくさわれば、何か

もっともっとこの創業も人材確保も私はうまく動くんじゃないかと。それを大都市でやる

ような形で旗を立てて、来たい者来い、来たら教えたるというこういう構造では、私は難

しいことになるんじゃないかなという気がしてなりません。 

 ちょっと余り空気にあわないような意見で、初めて出てきたようなところで、こういう

ことを言っては何かなと思いながらもつい言ってしまいました。どうもすみませんでした。 

○沼上分科会長 ありがとうございます。 

瀬戸川委員、もう一回あるんですか。はい。 

○瀬戸川委員 この時間に追加させてください。さきほどの経営課題が明確でない経営者

が多いという箇所ですけど、よろず拠点の専門家はお医者さんみたいなもので、何だかだ

るいんですみたいな人が来て、その症状はこれが原因ですねと、見つけて差し上げるのも

役割じゃないでしょうか。 それからもう１個だけちょっと本筋とずれるんですけど、こ

のｉＰａｄが各委員の机に置かれるようになったときに、これでやっと紙の削減ができて

よかったと私、思ったんですけど、紙の資料も置かれています。これ要らないんじゃない

でしょうか。１回しか使わない大量の紙の資料が本当に心苦しい。ｉＰａｄがあるならこ

れを使ったほうがいいです。故障の心配もあると思うんですけど、ほとんど故障はしない

ですし、中小企業経営者に変革を求めるなら、われわれもipadぐらい扱えたほうがいいと

思います。 

 以上です。 

○沼上分科会長 どうもありがとうございました。 
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まずちょっと確認したいんですけれども、きょういろいろとご意見をいただきました

が、本日のご意見を踏まえて、よろず支援拠点については来年度、きょうの議題１にあり

ましたようなペーパーに基づいて、その方向で進めていくということで一応お認めいただ

くというのはそれはよろしいですか。 

 はい、どうもありがとうございました。 

ちょっと僕、一、二分だけお話をさせていただきたいと思いますけど、きょうの皆さ

んのご意見、多々参考にさせていただきたいと思いましたが、一つ、経営課題が明確でな

い事業者というのの定義が多分非常に多様であるということであるので、恐らくこれ言葉

の使い方も含めて、言葉も含めて考え直したほうがいいかなというのを思いました。 

そもそも来ない人、人の意見なんか聞かねえよという人が阿部委員の言っていた人だ

ろうと思うんですが、わざわざ相談に来る人というのはもともと何かあるんだろうと。例

えば今何かしないと将来すごく大きな問題が起こるんじゃないかと不安な人というので手

を挙げる人と挙げない人、その違いは明確にあるだろうと思うんですね。 

さらに前回、たしか竹岡先生がおっしゃっていたんだと思いますけれども、自分の仕

事にＩＴを導入しようと思ってもワークフローがわかっていないと。これは実は意外と多

い。実際には大企業でもわかっていないところが結構多いので、実はワークフローを明ら

かにするというのは結構難題です。そういう意味で何段階にも分かれて課題というものが

存在しているので、それについても分けて考えないといけないなと。 

個別の指導をいっぱい重ねていくのもいいですけど、大学を経営していているものの

側からすると、勉強に来てくださいと。できるだけまず標準化されたことはお教えします

ので、まず勉強に来てくださいということが対応策ではないかというふうに思いました。 

まだほかにもいろいろ思いついたことはあるんですけど、時間がないのでこのぐらい

にさせていただいて、事務局のほうから今いただいたご意見について。 

○木村次長 はい、ちょっとお時間もございませんので簡単にすみません。本当にいいコ

メント、具体的でかついろんな別の面から光を当てていただいたコメントをたくさんいた

だきまして本当にありがとうございました。我々行政は実際経営をしたことはないわけで

して、そういう意味でいいますと皆様方がある意味私どもにとってのよろず支援拠点のよ

うなもので、我々それに相談をしているというようなことかなというふうに思います。 

やっぱり思いましたのは、一つは現場における温度差といいますか、あるいは危機感

のようなものが薄まっていって、議論そのものというのは結構ここでは活気があるんだけ

れども、その危機感はしっかり共有はしていく必要があるんだろうと思いますし、またそ

の現場でいろんなハレーションというか、そういったものがいろんなところで起こってく

る可能性はもちろんあるのかもしれませんが、それはそれでまた一つの生きた事象として、

それも一つの支援機関のこやしというか、活力に変えていけるような状況というのが生ま

れていくと本当にいいなというふうに思っております。 

 それからワンストップとか連携とかそういう言葉も、多分これも沼上分科会長のお言葉
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を踏まえると、言葉の概念に逃げているようなところがあるのかなというふうにも思って

おります。何となくたらい回しの別称みたいな感じになっている可能性もひょっとしたら

あるのかなと思っていまして、やっぱり中小企業目線で本当にきちんとそこは、本当の意

味での連携、先ほど平野委員からもさまざまな情報共有ですとか、さまざまなご指摘もい

ただきましたが、そういったことも考えていかなきゃいけないというふうに思います。 

 それから経営課題が明確でない人というのも、本当に分科会長おまとめいただいたとお

りだと思いますので、そこは多分何かはしなくてはならないんだろうとやっぱり思います。

したがってしっかりそういったところの経営課題を掘り起こすというところから向き合っ

ていく必要があるんじゃないかなというふうに思っております。それから人手不足の関係

は、大浦委員からも非常に厳しいご指摘もいただきまして、本当に我々自身もなかなか気

がついていないような論点も含まれていると思いますので、まずそしゃくをさせていただ

きたいと思いますが、ただ人手不足そのものというのは、人をとるということだけで対応

しようというふうに必ずしも思っているわけではないので、そこは例えばＩＴでございま

すとか、業務のフローを見直すとか、そこは重層的に取り組みは進めていくということが

必要で、その上でアドバイザーという名前が適切かどうか、あるいはそんな人がいるのか

とうようなことについては、我々としてもくむべきところはしっかりくみ取った上で運用

していかなくちゃいけないというふうに思っております。 

 それからベンチャー支援でございますとか、さまざま貴重なご指摘もいただいておりま

すので、今後、全て今回お答えもできませんし、能力もございませんけれども、しっかり

私どもとしてもそしゃくをいたしまして、今後の政策運営に反映させていきたいというふ

うに思っております。 

 ありがとうございました。 

○沼上分科会長 それでは次に議題の３に移りたいと考えております。議題の３につきま

しては、「平成29年度付加共済金の支給率（案）」についてということで、共済小委員会

の山本小委員長からご説明をお願いいたします。 

○山本小委員長 山本でございます。それではご説明をさせていただきます。 

この小規模企業共済制度というものでありますけれども、ご存じのようにこの共済金

は予定利率に対応した固定額の基本共済金というものと、実際の運用収入等に応じて支給

される付加共済金というものの合計額として算定されるいわゆる二階建ての方式になって

います。 

この付加共済金というのは、普通の保険でいえば配当金に相当するものだと思います

けれども、その支給率は運用収入等の状況に応じて算定される、支給率の基準となる率と

いうものを基準としながら、将来の運用収入の見込額、その他の事情を勘案して決定され

るものであります。 

本件につきましては資料５－１にありますように、世耕経済産業大臣からの諮問、そ

して沼上分科会長からの審議の依頼を受けまして、３月１日に開催されました第８回共済
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小委員会で審議を行ったところであります。その結果といたしまして、平成29年度の付加

共済金の支給率についてはゼロとすることが適当であると。ゼロとするという結論を小委

員会としては全会一致で取りまとめました。この点につきまして共済小委員会の審議結果

として本分科会に報告するものであります。 

 なお、詳細につきましては、事務局のほうからご説明をお願いしたいと思います。 

○苗村課長 小規模企業振興課長の苗村でございます。それではお時間の関係もございま

すので、資料５－２をごらんいただければと思います。小委員会で議論させていただいた

資料もお配りしていますけど、きょうはこの概要に沿ってご説明をさせていただきます。 

 １ページ目は小規模共済制度の概要ですので飛ばさせていただきまして、２ページ目で

ございます。右上に共済金の支給イメージという図がありますけれども、今、山本小委員

長からお話がありましたように、こういう二階建て構成になっておりまして、付加共済金

については毎年度、運用収入等を勘案して決めるということになっております。ただ、こ

の制度導入以降、現在までのところ支給実績がないということでございます。  

 それでは計算方法について簡単にご説明をします。２つのステップで算定をいたします。

まず（１）にございますように、支給率の基準となる率の算定というものを行います。こ

れは点線で書いてありますように、付加共済金原資、これは右側の図にありますけれども、

簡単に申しますと、29年１月末の実績などを用いて、その後の資産と負債の状況を全て推

計で求めます。30年３月末の資産と負債の状況のこの差、これを簡単に申しますと付加共

済金の原資として計算をするということでございます。 

それから分母のほうでございますけれども、仮定共済金等の発生見込み総額と申しま

すのは、契約をされている方が、皆様、来年度29年度で退職をされたり廃業をされたり、

いろんな事由で解約をされたりするというようなことをされた場合に、どのぐらいの共済

金を支払う必要があるのか、解約金を支払う必要があるのかというものを計算をして出す

ものです。これを①÷②の形でまず基準となる率を出します。その上で（２）にあります

ように支給率の決定ということで、この値を基準としながら当該年度以降の運用収入の見

込額その他の事情を勘案して支給率を決定するということでございます。 

 続いて３ページでございます。分子の側の支給率の基準となる率の算定ということでご

ざいます。図の左側の列を見ていただきたいと思うんですけれども、イの29年度の運用収

入・掛金等収入から、ロにあります29年度中の共済金等支払いにあてる額を引いて、さら

に保険と同じように将来の支払いに備えて責任準備金というのを積んでおりますので、そ

の増減額を反映させ、さらに28年度時点の剰余金、これも推計にはなりますけれども、こ

れを計算します。そういたしますと1,119億円というのが出てまいります。 

ここで一つだけご説明させていただきたいのは、左側の表の真ん中の列、イのところ

の内訳であります信託運用損益の⑦というところでございます。この共済、約２割ぐらい

外部の運用機関を使って分散投資をしているわけでございます。ここについてはこの段階

では運用収益についてはゼロというふうに見込んでおります。 
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 それから４ページでございます。こちら分母のほうの計算でございます。 

下の図でもご説明をしますけれども、まず付加共済金の支給対象となります36カ月以

上支払いをされている方を対象といたしまして、１ポツにありますように１年ごとの掛金

納付期間別に区分すると。これは１年ぐらい払っている人、２年ぐらい払っている人って

毎年分けまして、それぞれにつきまして、２ポツの吹き出しにありますように、例えば36

カ月払っている方については、Ａ共済事由が発生したときに幾ら支払いをするかという数

字がございますが、例えばＡ共済であればそれを掛けまして、さらにその事由の発生割合

を掛けるというようなことで、例えば３年目の人がどのぐらい相対として、もし皆さん解

約をされた場合に支払う必要があるのかというような計算をいたします。それを各年度積

み重ねて総額を算出いたします。そういたしますと上の青いところに書いてございますよ

うに７兆7,671億円という数字が出ております。 

 それを５ページにございますように、①÷②で計算をいたしますと、0.01441という数

字が出ております。これが第１段階目でございます。ただ、ここでは委託運用の収益を±

ゼロと見込んでおりますので、次の支給率の決定の段階で運用リスク等を勘案して最終的

な支給率を決めるということになります。それが６ページでございます。 

幾つかシミュレーションをやっております。ここではモンテカルロ・シミュレーショ

ンの例を用いてご説明をしております。現行ポートフォリオに基づく運用で年度末までや

りまして、その後１年間ポートフォリオの切りかえがございますので、切りかえ後のポー

トフォリオに基づいて計算をしております。 

そういたしますと参考のところの枠で囲ってありますように、マイナス１σの水準で

1,257億円、これ６年に１回ぐらいこのぐらいの損失が出る可能性があるということであ

ります。マイナス２σの水準でいいますと2,835億円というような数字が出てまいります。 

 この数字を用いて、７ページでございますけれども、運用リスクをどこまで見込むかと

いうことはいろいろありますけれども、仮にマイナス１σの水準に追い込むとした場合で

も付加共済金原資が発生しないということになりますので、こうしたことを踏まえて支給

率はゼロとすることが適切ではないかということをお諮りをして、先ほど山本小委員長が

おっしゃられたような形で結論を得ております。 

なお※に書いてございますけれども、運用リスクを今後どの程度見込むかについては

他の制度を参考にしつつ、次回の算定までに検討を進めたいというふうに思っております。 

 以上でございます。 

○沼上分科会長 どうもありがとうございました。 

いかがでございましょうか。特段のご意見、ご質問がなければ、事務局提案のとおり

とさせていただきたいと思いますが、それをもって当分科会の議決とするということでい

かがでございましょう。 

（「異議なし」の声あり） 

○沼上分科会長 はい、どうもありがとうございました。それでは議決したことを中小企
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業政策審議会の会長に報告させていただきたいと思います。ありがとうございました。 

 それでは事務局から今後の進め方について、簡単にご説明いただきたいと思います。 

○飯田課長 資料の６番でございます。当面の開催日程でございます。次回４月13日木曜

日の午前中10時から12時でございます。一旦中断しておりました認定経営革新等支援機関

制度についてご議論いただきたいと思っておりまして、次回から金融機関の皆様にもメン

バーに入っていただきたいと思っております。経営課題につきましては、販路拡大などに

つきまして期待すること（その３）ということでお諮りしたいと思っております。 

もう１回、その次16回に取りまとめを行いたいと思っております。 

 以上でございます。 

○沼上分科会長 どうもありがとうございました。 

以上をもちまして本日の議事は全て終了いたしました。 

長時間にわたって活発にご議論いただきまして、まことにありがとうございました。 

午後３時３０分 閉会 


